
























































































められたこの基準は、1947 年に初めて発行されて以降、約 10 年毎に改訂が行われている。
内容は、第 1 章が総則、第 2 章以下が「各教科」「道徳」「特別活動」といった項目において、
それぞれ、「目標」、「内容」、「指導計画の作成と内容の取扱い」について記載されている。
　最新版である新学習指導要領は、2013 年 9 月現在、小・中学校および幼稚園が 2008 年 3












































































































































































の「学習指導要領」、2011 年または 2012 年の「新学習指導要領」でのデジタル技術の活用
に関する記述の有無を調べた。
図表 3　小学校の学習指導要領におけるデジタル技術に関する記述の有無
教科 1989 年 2003 年 2011 年
国語 × × ○
社会 × × ○
算数 × × ○
理科 × × ○
生活 × × ×
音楽 × × ×
図画工作 × × ×
家庭 × × ×
体育 × × ×
道徳 × × ×










　1983 年 11 月に発表された第 13 期中央教育審議会にて、情報教育が取り上げられている。
情報過多の時代において、必要となる情報を取捨選択して主体的に考え行動できる能力のこ
とを、自己教育力と記載している。その後、1985 年 8 月に、「情報化に対応する初等中等教
育の在り方に関する調査研究協力者会議」が発足し、学校における情報教育の基本的な考え










教科 1989 年 2003 年 2012 年
国語 × × ○
社会 × ○ ○
数学 ○ ○ ○
理科 ○ ○ ○
音楽 × ○ ○
美術 × ○ ○
保健・体育 ○ ○ ○
技術・家庭 ○ ○ ○
外国語 △（教育機器） ○ ○
道徳 × × ×














　1989 年 3 月に小学校、中学校、高等学校の学習指導要領の全面的な改訂が告示された。
また、1997 年 11 月に「教育課程の基準の改善の基本方針について」発表があり、中学校に
おける「情報基礎」の必修化、高等学校普通科の教科「情報」の新設等の答申が出された。























会事象に関する知識・理解に関する問いを、年中行事と文化財の 2 つの項目から 20 問出題し、


















年中行事（50 点） 文化財（50 点） 総合（100 点）
事前視聴なし
平均得点（事前） 33.87 35.00 68.87
平均得点（事後） 46.12 42.742 88.54
差 12.12 7.74 19.67
有意水準 P<0.001 P<0.001 P<0.001
事前視聴あり
平均得点（事前） 32.06 31.89 63.96
平均得点（事後） 44.48 44.13 88.621
差 12.41 12.24 24.65



















　図表 6 より、事前テストにおける両クラスの平均点の差を t 検定にて比較した結果、電子



























　対象校は、宮城県、東京都、茨城県、和歌山県、兵庫県の小学校 7 校、中学校 6 校である。
各校に、黒板取り付け型、ホワイトボード型、ディスプレイ一体型の電子黒板を 1 台ずつ、
合計 3 台を貸与した。調査期間は、2007 年 1 月から 2 月にかけて、電子黒板の普及阻害要
因を分析する目的で実施された。
　結果は、小学校では、算数での利用が 21 件と最も多く、次いで社会が 14 件、国語が 13
件という報告であった。理科、体育、道徳、外国語はあまり使われていなかった。中学校で






















































































































































　ケース A 及び B の「紙の教科書のデジタル版」とは、現在使用している教科書を、PC
やタブレットから閲覧できるようにしたものである。例えば、アドビシステムズ社が提供し
ている電子文書である PDF 等にてデジタル化する。ケース A と B の違いは、紙の教科書
をそのまま使用しながら、デジタル教科書も併用していくか否かである。ケース A の場合は、
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Current status and the future of the education
using digital technology
OGAWA, Chikako
　Application of digital technology in the field of education had been late compared to 
other industries, but, in these past several years, it came to be argued an introduction of 
digital textbook in education.
　As for the use of digital technology in education, the digital textbook is not the first 
case. It is well-known that education that use digital technology is already performed such 
as English pronunciation exercise CD and a DVD video supplement offering for science 
experiment. However, the digital textbook introduction is questioned by some people who 
ask necessity and effectiveness of digital textbook.
　The digital textbook is not a novel invention but a derivative from a paper-based 
textbook that exists already. For example, a child student can learn English pronunciation 
using his own digital textbook that can be realized by integrating the present paper 
textbook and digital teaching materials for pronunciation.
　In this article, digital technology usage in the Course of Study in elementary and junior 
high schools and practices of digital technology usage in education are reviewed first. 
Then the future of the education using digital technology is discussed.
